《 来 賓 あ い さ つ 》

　　　　名古屋国税局　課税第一部長　福井　慶太　様
１．はじめに　

　　名古屋国税局課税第一部長の福井でございます。

　　本日は、第１５回青色２１ネットワーク研究集会にお招きいただき、ご挨拶を申し上げる機会を得ましたことにつきまして、厚く御礼申し上げます。

　　また、青色申告会の皆様方には、平素から、青色申告の普及、適正申告に向けた

　記帳指導及びe-Taxの普及拡大など多大なご協力をいただいておりますこと、また、

　税務行政全般にわたりまして格別のご理解とご支援をいただいておりますことにつ

　きまして、厚くお礼申し上げます。

　　加えて、本年は青色申告制度施行・青色申告会結成６０周年という節目の年であ

　り、各青色申告会の役員はじめ会員の皆様方の大変長きにわたる積極的な会活動へ

　の参加、税務行政へのご協力につきまして、改めて敬意を表する次第です。

２．本日の研究集会について

　　青色２１ネットワーク研究会は、「青色申告制度の原点に立脚し、２１世紀の変

　革と情報化時代に対応する公益活動のあり方を究明するとともに、地方における青

　色申告活動の充実強化に寄与する。」ことを目的として、主に西日本（名古屋局管内

　以西）の社団化した青色申告会の皆様が中心となってスタートされ、現在では東京

　国税局以西、沖縄国税事務所管内までの青色申告会の皆様が参加されていると伺っ

　ています。

　　本日ご出席の各青色申告会の皆様につきましては、会活動について創意工夫をな

　された上で、会活性化に積極的に取り組んでいただいているほか、このような研究

　集会に全国からお集まりいただくなど特に活発な活動を行なっている会であると伺

　っています。

    青色申告会を取り巻く環境は、廃業（後継者難）による会員の減少やこれに伴う

　財政基盤に係る 問題などもあり、厳しい状況にあると伺っておりますが、これまでの皆様の活発な活動が一人一人のみならず、社会全体の健全化に役立っておりますことから、今後とも会の活性化等に力を注いでいただくことを心から期待しております。

　　さて、平成２０年１２月に施行されました「新しい公益法人制度」では、特例民

　法法人は５年間の移行期間内に公益社団か一般社団に移行していただくこととなっ

　ております。本日の研究集会では、全国に８６ある特例民法法人である社団法人の

　青色申告会の中から、新公益法人制度に向けた第一歩を踏み出された東京の２会（武

　蔵府中会、杉並会）からご発表があるとお聞きしております。

　当局管内におきましても本日出席の会を含む５団体の社団化された青色申告会があ

　りますが、先駆けとなった２会の皆様から本日のご発表で、貴重な情報を提供いた

　だき、今後の方向性を見定めていただければと思います。

３．税務行政の現状・e-Tax

　　また、昨今の税務行政を取り巻く環境に目を向けますと、少子高齢化や経済のグ

　ローバル化が進み、税務当局が行なう調査・徴収事務が一層複雑困難なものとなっ

　てきています。

　　こうした中にあって私ども税務当局といたしましては、適正・公平な課税の実現

　に向けて、「納税者の方の自主的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現する」とい

　う国税庁の使命を適切に果たし、国民の皆様の負託に応えていくためには、限られ

　た人的・物的資源を適切に配分し、メリハリある税務行政を進めていく必要があり

　ます。

　　このような観点から、できる限り業務の効率化を図り、一方で、納税者の皆様の

　理解と信頼を得ていくためには、善良な納税者の方には親切かつ丁寧な態度で接し、

　納税義務が適正に果たされていないと認められる納税者に対しては、必要な人員を

　投入して厳しく対応していかなければならないと考えております。

　　この業務の効率化という点については、e-Taxを基本とした事務処理の電子化や

　職員以外でも実施可能な事務のアウトソーシング化の推進を図るなど、事務の簡

　素・合理化に向けた不断の見直しを行なっているところです。

　　とりわけe-Taxにつきましては、納税者の皆様の利便性の向上や事務の効率化に

　資するものとして当面の最重要課題と位置付け、現在、その普及・拡大に向けた各

　種施策を推進しているところです。

　　なお、納税者の皆様の利便性が向上するよう、平成２２年分の確定申告からは、

　利用者識別番号と暗証番号を入力することにより、住所、氏名などの本人情報が表

　示される機能が追加されるなどシステムの改善も図っております。

　　青色申告会の皆様におかれましては、引き続きe-Taxの普及推進についてご理解

　いただき、青色申告会の皆様の更なる積極的なご利用に向けてご尽力賜りますよう

　よろしくお願いします。

４．むすび

　　最後になりましたが、本日の第１５回青色２１ネットワーク研究集会にお集まり

　の青色申告会並びに全国の青色申告会のますますのご発展と、本日ご出席の皆様方

　の事業の一層のご繁栄、ご健勝を祈念いたしまして、あいさつとさせていただきま

　す。

【研　修　Ⅰ】

『公益社団法人内定通知に接して①』

公益社団法人武蔵府中青色申告会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　会　長　相　原　　博

１．はじめに

　昨年の１２月１８日に開催された当研究集会において、公益社団法人申請の第一号ということで、ごあいさつをさせていただきました。それからちょうど１年が経ちましたが、本日は全国の青色申告会の中で最初の公益社団法人の認定を得たということでまたご挨拶をさせていただくことになりました。

　去る１１月８日に認定をいただき１１月１５日に無事登記が終わったわけですが、１２月２２日に今までの特例民法法人の解散総会と公益社団法人の設立総会、そして記念式典を控えまだまだ安心していられない状況であります。長い道のりではございましたが、今日までの経緯をお話させていただきたいと思います。

２．公益社団法人認定申請までの経緯

　ご案内のとおり、２年前（平成２０年）の１２月１日に「公益法人移行の制度改革に関する法律」が施行され、全国の社団法人は５年以内に公益社団法人かあるいは一般社団法人かどちらかに移行しなければならなくなりました。

＝通常総会での承認＝

　当会では、将来の青色申告会はどうあるべきか、公益社団法人に移行したら従来の会活動はどうなるのか、今後の活動はどうあるべきなのか等役員会を何度も開催し、また、役員自身もいろんな専門家のお話しを聞きながら勉強に勉強を重ねて、最終的には理事会において満場一致の賛同をいただき、公益社団法人への移行を決定致しました。そして、昨年の５月に通常総会を開催して、公益社団法人移行への議案を上程し、一部反対意見もありましたが賛成多数で承認していただきました。

＝申請書類作成は公認会計士に依頼＝

　それから公益社団法人認可申請にむけての膨大な書類を作成しなければならないということで、公認会計士に書類作成をお願い致しました。申請にあたっては定款変更もしなければなりませんので、早速、秋に臨時総会を開催し会員の皆様にご理解をいただくなかで、無事承認をいただき、その年の１２月２日に行政庁であります東京都に申請書を提出いたしました。

３．東京都の対応

＝青色申告会の認知度はゼロ＝

　全国の青色申告会ではじめての公益社団法人申請ということで、東京都も非常に慎重になっていたと感じました。担当部署が生活文化局都民生活部管理法人課というところで、正直いって担当職員さんに青色申告会のことをまったく理解していただけませんでした。そこで、国税局に相談し、国税局の担当職員から青色申告制度と青色申告会の活動内容を説明していただき理解をしていただくことが出来ましたが、その間、当会の事務局長と公認会計士は数十回東京都へ足を運びました。

私も３回ほど東京都から意見聴取を受けましたが、東京都の担当部長から「公益社団法人への移行は考え直したほうが良いのでは」というようなことまで言われました。そのような東京都の態度に憤りを感じた私は、その部長さんに対し、「この申請は国からの依頼で考えてきたものであり、役員会、勉強会を何度も開催し、通常総会、臨時総会を経てきました。私の後ろには6,500人の会員がいます。部長さんの言われることに“はいそうですか”と言って帰るわけにはいかないのです。申請した以上は、認定していただくまで引き下がるわけにはいきません」と逆に居直ったわけです。

《やっと認められた公益性》

＝事務局長の公益社団法人にかける意気込み、執念＝

それが幸か不幸か、東京都の方も態度を変えていただき、多少の書類の補正、修正があったわけですが、前向きに検討してくださいました。そういった状況の中で今年の８月２５日に第三者、つまり東京都とは別に学識経験者で組織されている審査会で事前審査が行われ、２ヶ月後の１０月２１日に「公益性が認められた」という答申がありました。そして、１１月８日に公益社団法人武蔵府中青色申告会という認定をいただきました。事務局長と２人で東京都へ認定書をいただきに行き、その足で東京国税局を訪問致しました。国税局長はあいにく留守でしたが、部長以下関係職員の出迎えを受け大変喜んでいただきました。そして、１１月１５日に登記を済ませ、公益社団法人武蔵府中青色申告会がスタートしたわけでございます。

この間、非常に長い道のりではございましたが、正直言って、私も会長になって1年半足らずで、公益社団法人についてあまり理解をしていない一人ではありましたが、事務局長の公益社団法人にかける意気込み、執念が認可を成し得たものと思っております。

４．公益社団法人を選択した理由

《増え続ける退会者》

　何故、当会が公益社団法人を選択したのかと申しますと、昨今、私たち個人事業者を取り巻く経済環境はたいへん厳しいものがあり、東京に限らず全国的に会員減少が続いております。その主な原因は廃業です。

後継者がいなく廃業し退会する人が多く、東京青色申告会連合会におきましても、毎年4,000人以上の会員が減少しています。4,000人というと毎年、一つの会が無くなっていくような現状であります。幸いにも、当会は８年連続会員が増加しており、今年も秋の会勢拡大では予定より会員が少し増えましたので、９年連続会員増加ということは間違いないと確信しております。

＝生き残りのために公益法人化＝

　とはいえ、青色申告会を取り巻く厳しい環境、状況を認識せざるを得ず、「生き残っていくためには新しい考え方で公益法人に移行し、社会的にも認められた中で青色申告会が地域の中に飛び込み、組織を維持しながら更に発展していかなければならない」ということで、決心をしたわけです。

　しかしながら、公益法人になりますと事業の半分以上が公益性を持ったものでないといけない。言い換えれば、事業活動においては会員だけでなく非会員の方々も対象にしなければならないということですので、事務局の一層の強化を図り、かつて、従来の会員の皆様方には今まで以上のサービス向上に努めつつ、お役に立つ、信頼される青色申告会を目指して、役職員一丸となって会活動に取り組んでいく所存でございます。

５．これからの青色申告会

＝時代の変化に対応した青色申告会に＝

　今年は、青色申告制度施行・青色申告会結成６０周年という記念すべき年ではございますが、大変厳しい年を迎えております。これからの青色申告会はどうあるべきか、真剣に考えるべきときではないかなと思っています。今までの青色申告会から脱皮して、時代の変化に対応した新しい青色申告会に変わって行かなければ生き残れない時代になってきているのではないかということで、あえて公益法人化への挑戦をさせていただきました。全国の青色申告会で初めての公益法人化ということで、たいへん重い責任を感じているわけでございますが、公益という名に恥じないようこれからも会員のために努力していきたいと思っています。

【研　修　Ⅱ】

『公益社団法人移行申請から認定まで➀』

公益社団法人武蔵府中青色申告会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　 高 橋　 敏 三

１．はじめに

　先ほど相原会長からお話したように、お陰様で１１月８日に東京都から公益認定書をいただきました。そして、１１月１５日にすべての移行登記を完了し、登記が完了した旨の届出を国税局と東京都にも提出致しました。今日までの皆様方のご支援、ご教示に対し改めて厚く御礼申し上げます。

２．公益法人実現の要因

＝会長の情熱、熱意がすべて＝

《会長、事務局は一心同体》

　まず、私どもが何故公益社団法人に移行できたかということをお話させていただきます。公益法人に移行できた大きな要因は、すべて会長の情熱、熱意にあると思います。会長の青色申告会に対する熱い思いがなければ、とても公益認定にたどり着くことは出来なかったと思います。そして、その会長の思いを事務局の専務、事務局長がしっかりと受け止め、同じ思いを共有し、共に歩んでいくことができなかったら、この公益認定は実現しなかったと思います。

　公益認定に関する話だけではありません。青色申告会の活動をこれからどうやっていくのかということについて、専務、事務局長さんは、会長としっかりコミュニケーションをとって、一緒に行動をしていただきたいと思います。

＝生き残るためには行動すること＝

　平成２０年８月にＫＫＲホテル東京で開催された当研究会の事務局研修会議において「これからの青色申告会」というテーマで、青色申告制度施行・青色申告会結成

６０周年を経過した今日、これから青色申告会が更に発展していくにはどうしたらよいかということをお話させていただきました。結論は「じっとしていてはだめ。動かないといけない、行動しなさい。そうしないと将来青色申告会は生き残っていくことは出来ない」ということをお話しさせていただいた記憶がございます。

３．公益社団法人移行申請から認定までの経緯

　私どもが公益社団法人に移行するということについては、３年間熟慮いたしました。３年の間に役員会、理事会、総会でご承認いただいて申請に至ったわけです。

＝申請書類作成はコンサルタント会社と共同作業＝

　申請は平成２１年１２月２日で、認定が平成２２年１１月８日ですので約１年かかっています。この間、平成２１年８月からはコンサルタント会社に依頼して申請書類の作成、準備に取り掛かっています。当然、コンサルタント会社に全てを依頼したわけでなく、事務局も一緒になって準備にあたりました。

＝１年を要した東京都の審査＝

《書類の補正、修正を求められる》

１２月２日に申請書類を提出いたしましたが、翌年の２月まで東京都から一切連絡がなく、２月の下旬になってはじめて連絡があり、「申請書の内容、定款等も含めて少し内容を補正してほしい」ということでした。

　そこで、コンサルタント会社、公認会計士と私が東京都へ行き、補正修正の内容を聞いて、２ヶ月以内に補正修正してほしいということでしたので、４月に補正修正をした書類を東京都に持参しましたが、担当者が替わっており、「定款は一番後でいい、もっと大事なことがある。いままでのことは白紙にしてほしい」と言われました。

＝青色申告会の認知度の低さに悔しい思い＝

《東京都、国税局、東青連の横の連携は皆無》

　その時、東京都の新しい担当者からは、「青色申告制度の普及育成とあるのはどういったことか。これが公益なのか。青色申告会の活動というのはなんですか。」というお話がございました。東京都は、青色申告会の活動について、あるいは青色申告制度について全く無知でありました。すなわち、今までの社団法人設立許可の主務官庁である国税局、青色申告会の上部組織である東京青色申告会連合会、そして東京都の横の連携はまったく無いという状況で、青色申告制度の内容、青色申告会の活動について一から説明をしなければならない状況でした。平成２０年１２月１日に「公益法人移行の制度改革に関する法律」が施行されてから１年以上を経過しているにもかかわらず、そういった横の調整、情報交換、整備が全く為されていない状況でした。

私ども一青色申告会が、青色申告制度、青色申告会の活動といった重要な事柄を何故一から説明しなければならないのか、青色申告会の存在価値はまだそんなに小さいものだったのかと現状を突きつけられ悔しい思いを致しました。

　その後、東京国税局からも東京都へ行っていろんな説明をしていただき、協力的にご支援いただくようになり、青色申告会全体に関わることについては東京国税局で説明し、私ども武蔵府中青色申告会の活動、事業内容、お金の使い方等については、私どもで説明させていただくというように、すみ分けをさせていただきました。

＝一番問題になった公益事業の内容＝

《青色申告会の活動は共益事業？》

　一番問題になったのは、青色申告会の活動について「税を核とした活動は国益に寄与する」ということは認めていただきましたが、対象が会員のみであるのは共益事業であって公益事業とは認めらないということでした。

　つまり、「会員から会費をお預かりして、そのお金を使って会員に還元している。

今後はそのお金を会員以外の方にも使わないといけない、となったときに会員の方に理解していただけますか。納得していただけますか。」という話がございました。

＝公益事業は不特定多数を対象＝

　さらに、公益ということは、一般の方にも青色申告会の事業内容を周知して、いつでも無料で参加できるといったPRを行なっていなければ、口だけで一般の方もOKですといっても一般の方には受益の機会がないわけです。会員には会員向けの広報誌等を発行しています。一般の方には、ホームページ、市、県の広報誌掲載等がありますが掲載場所も限られています。この広報をどうするかという問題があります。

　こういった公益社団法人移行に立ち塞がる諸問題を検討していくに従い、途中で一般の方が楽だから公益は諦めようかといった思いも私自身ありました。

　ただ、会長は会として公益社団法人に移行するということを決定したわけです。これを一事務局長が「会長、公益法人はやめましょう」とは言えません。

ですから、私自身も実現にむけて会長と共に歩んでいくことの決意を固めました。

４．今後の会活動について

＝新聞折込で地域住民に広報＝

《14万人の住民に会活動を周知》

　具体的に申し上げれば、広報については既に小田原青色申告会さんが、新聞折込で地域住民の方に毎月広報を行なっています。私どもの会は、年４回会員向けの広報誌発行しています。これを私どもがテリトリーとしております府中市、調布市、狛江市の約１４万人の住民に対し多少の費用はかかりますが、平成２３年１月から朝日新聞、読売新聞、毎日新聞等に折込広告を行っていくことにしています。

＝非会員からは受講料＝

《規定を作成し東京都へ提出》

　もう一つは会員と非会員がまったく同じということはまずいということで、記帳、決算、申告指導については受講料をいただくということで受講料規定をつくり申請書に添付して東京都に提出いたしました。もちろん、収支相償ということで受講料をいただいて利益を上げるということになってはなりません。いわゆる実費相当額ではありますが、非会員の方からは少しお金をいただきましょうという規定をつくりました。

＝社会的信用の保持＝

《寄附金控除制度の活用》
　更に、これは私が会員の方に望むところですが、私どもの会に寄附をしていただいた場合には寄附金控除の対象となります。というのは、公益社団法人というのはそれだけステイタスが高いわけです。公益法人という認定をいただいたということは間違いなく税制面でも優遇してもらえるといった組織なんです。ですから、先ず会員の方にはすばらしい組織だという認識を持っていただくことであります。

《事務局職員のスキル向上》

　もう一つは、事務局職員のスキルです。これからは公益ということで会員だけでなく一般の方にも指導をしていく。その時に、職員一人一人のスキル、能力がなければ信頼をなくしてしまいます。職員には税理士、中小企業診断士、社会保険労務士等、資格を持ったスペシャリストがいるということが非常に重要になってくると思います。ですからこの課題をクリアしていくことです。

５．何故公益法人か

＝変っていく税制のしくみ＝

《青色・白色の区別がなくなる》

　最後に、何故公益法人を選択したかということですが、読売新聞の夕刊に白色申告者の家族専従者の給与も経費に認める方向で検討が進められていることが掲載されていました。青色申告者は青色専従者給与ということで要件を満たす給与を必要経費として認められていますが、白色申告者にも青色申告者と同じように専従者給与を認めるということです。もちろんまだ決まってはいませんが、今検討されているということです。平成２３年度税制改正大綱にもすべての個人の白色申告者の記帳義務化が謳われています。このことは家族専従者の経費を必要経費に認めるための前提条件の一つだと思っています。

＝薄れていく青色申告の特典＝

　もし決まったら青色申告制度はどうなるのでしょうか。青色申告特別控除65万円の見直し論も出てくると思います。現に、平成２３年度税制改正大綱の中で、控除額の制限を見直す措置として、青色申告特別控除65万円が含まれています。

　そのときは青色申告制度が無くなって青色申告者もいなくなる。青色申告者を会員としている青色申告会は存在意義がなくなってくる。それでいいのでしょうか。

＝だれでも利用できる会に脱皮＝

《公益法人化が生き残る道》

　ですから、私どもの定款には、会員の資格に青色申告者とは一切謳っていません。

わたくしどもの会の目的に賛同していただく方はどなたでも歓迎しますということです。会員が減少していく厳しい現状にあって、青色申告会を維持していき、更に発展させていくことによって、公益社団法人を選択したことは正しかったということが将来必ず証明される日がやってくると思います。

６．最後に

＝一般か公益か、移行期限はあと３年＝

　いま社団化されている会は、これから一般社団にするか、公益社団にするかもう結論を出されていますか。あと３年です。もう３年しかありません。

　まだ結論が出ていない会は、来年の総会でどちらに移行するかぐらいは是非決めていただきたいと思います。私どもは公益社団法人を選択し、申請書作成に当たってはコンサルタント会社にも依頼しました。

＝公益法人は毎年行政庁へ運営・事業活動の報告義務が＝

《財政基盤の確立が必要》

　そして、これからは毎年東京都に報告が必要となります。これは申請書と同じような書類になりますので、私どもは引き続き公認会計士の先生方に業務支援をしていただくことにしております。費用がかかります。財政＝会員数＝事業収入といったものの基盤がしっかりしていないと公益法人は難しいのかなといった気も致します。

＝身の丈に応じた選択を＝

　すべての青色申告会が公益法人化していただきたいと思いますが、一般社団法人でも結構です。自分の会の規模、体力だとか身の丈に応じた選択をしていただきたいと思います。

【研　修　Ⅰ】

『公益社団法人内定通知に接して➁』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　杉並青色申告会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 高 橋  新 一 郎
１．はじめに

　お蔭様で、昨日(１２月１６日)、東京都の公益認定等審議会で公益認定の答申を受けることができました。来週には知事の認定書をいただき、年明け４日には登記を行い公益社団法人杉並青色申告会として新しいスタートをしたいと思っています。

２．公益法人化を選択するに至った経緯

＝税務行政の変化に危機感＝

　思い返しますと、平成１７年１２月に本日と同じ場所で開催された当研究集会に事務局長と一緒に参加させていただきました。当日は大雪で帰りの新幹線が大幅に遅れ、大変な目にあったことを記憶しています。

その席上、名古屋国税局の課税第一部長さんから、「来年の確定申告期は三署合同で税務署外に特設会場を設けて申告相談を行なう」というお話をお聞きし、東京もいずれは同じようになるのではと思いました。

そうなると、現在、青色申告の勧奨等を行っている｢青色コーナー｣の設置が難しくなり、会員獲得も難しくなっていく。その結果、今まで増え続けてきた会員数もこれからは減少に向かい、“青色申告会の存続が危うくなるのでは”と強い危機感を持ったのをはっきりと覚えています。

＝公益法人化が生き残る道＝

《積極的に情報収集》

　“これは何とかしないといけない”と考えていたとき、公益法人制度の見直しが行なわれていることを聞き、将来の青色申告会を考えたとき、新しい公益法人制度への移行は不可欠であると考え、幹部の役員の皆様に相談をし、公益法人化を進めていくことにご理解をいただきました。

そして、積極的に情報収集を行なうこととして、翌年6月の熊本市、１２月の名古屋市で開催された当研究集会に、当会から私を含め幹部役職員７名が出席し勉強しました。１２月の研究集会では、内閣府の公益認定等審議会の企画官から「公益法人制度改革の概要」をお聞きし、やはりこれからは公益認定をいただかないと青色申告会は将来無くなってしまうのではないかという思いを強くしました。

＝白色申告者にも記帳義務、青色申告と同じ特典が＝

《公益法人化は不可欠》

　これからの税制を考えたとき、今までは白色申告で所得300万円以下の人は記帳しなくてもよかった。ところが、これからは記帳しなければいけなくなる。そして白色申告者にも青色申告と同じように専従者給与や更正理由の付記等が認められようになる。そうすると青色申告と白色申告の差がなくなってくる。そうなったとき青色申告会の存在意義はどうなるのだろうか。そんなことを考えたとき、やはり公益認定を受けておかなければならないと強く思ったわけです。

３．公益認定申請に対する東京都の対応

＝青色申告会に対する低い認知度＝

《税務当局の支援が不可欠》

　公益認定申請にあたっては、当会も武蔵府中青色申告会さんと同じように、認定機関である東京都の青色申告会に対する認識が非常に低いということを痛感しました。同時に、その審査が非常に慎重でかつ大変細かいことを実感しました。

そして、青色申告会が申請するには、税務当局のご理解と支援が不可欠であるということも強く感じた次第です。

以上、経緯と若干の感想を申し上げ、併せて、これまでの皆様方のご支援、ご教示に対し厚く御礼申し上げ終わります。

【研　修　Ⅱ】

『公益社団法人移行申請から認定まで➁』

公益社団法人　杉並青色申告会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参　与　　古　達　鎮　夫

1． 認定に至る経過

＝検討開始から５年＝
当会が、この問題(公益社団法人への移行)を最初に取り上げたのは、平成17年でした。それから、すでに５年が経過しました。

　　平成１８年に公益法人改革法が成立し、平成２０年１２月に施行されてからは、幹部役員会、理事会、委員会、支部役員会等いろいろなところで検討を重ね、今年(平成２２年)の３月１９日に臨時総会を開催し定款変更(案)の承認をいただきました。そして、３月２９日に申請書を東京都に提出致しました。

＝本審査まで約９ヶ月＝
　　しかし、申請書提出後、東京都からは何の連絡もなく、最初に連絡をいただいたのは４ヶ月経った７月でした。

　　７月にやっと第１回目の意見聴取があり、それから１カ月後の９月に第２回目の意見聴取がありました。その上で、１０月に審議会の事前審査、昨日(12月16日)が本審査ということですから、ここに至るまで約9ヶ月を要したわけです。

＝移行終了は未だ３％＝
内閣府のホームページを見てみますと、特例民法法人は全国で約24,000件。このうち先月(11月)末までに、公益法人への移行認定申請をしたのが1,400件、一般法人への移行認可申請をしたのが426件、両方合わせて約1,800件。率にすると

７～８％というところです。

　このうち、公益法人への移行認定は525件、一般法人への移行認可は141件、合計666件で約３％です。残りの23,000件余は、あと３年間のうちに何とかしなければならないということです。

＝早い検討を＝
　　残された期間は３年です。この３年の間に現在の特例民法法人は、どちらかの方向性をしなければならないわけです。｢未だ３年なのか、もう３年なのか｣。検討は早いにこしたことはないと思います。

２　長期間を要した要因
＝低い青色申告会の認知度＝
　　何故９ヶ月も掛かったのかと考えてみますと、やはり行政庁の青色申告会に対する理解の不足があったと思います。したがって、青色申告会とはどんな団体で、どんな活動をしているかから説明をしなければならなかったということです。

＝全国への波及を考えた行政庁＝
　　加えて、納税者団体の中で公益認定の申請が出ているのは、全国で武蔵府中会と杉並会の二会だけ。したがって、「ここでの認定は、全国のモデルとなるので慎重に審査させていただきますよ」ということも言われました。

＝中央は中央、地方は地方＝
　　それから、内閣府の委員会と地方の審議会は、上下の関係ではなく並列関係なのです。ですから、「中央の委員会は地方の審議会に情報の提供は出来るが、命令はできない。このため、時には歯がゆい思いをすることもあるのです。」と言われる関係者の方も居られました。地方の対抗意識とは言いませんが、“中央は中央、地方は地方”といった考えが無きにしも非らずかなと感じたこともありました。

＝行政庁の人手不足＝
　　そしてあと一つは、行政庁の人手不足です。現在、東京都で「認定」と「認可」を合わせて164件の申請が出ていますが、未だ３分の１位しか処理が終わっていない。限られた人数で、いくら頑張っても物理的に無理だという実状もあるのだろうなと思っています。

３．公益目的事業とは

＝不特定多数の者の利益＝
　　ところで、東京都との話し合いの中で最後まで残ったのは、“公益目的事業とは”ということでした。｢共益｣というのは自分たち仲間同士の助け合いです。そこから一歩踏み出して、その他の人達も取り込んでやって行こうというのが｢公益｣です。

　　私どもは、いずれこのような問題が起きるだろうとは想定しておりましたので、数年前から各種の説明会やセミナー等は、一般の方、非会員の方にも門戸を開放し、少しずつ地ならしをして来ておりました。それはよかったのですが、最後まで残ったのは、決算・申告指導でした。

実は、私どもの決算・申告指導には、㋐会員を対象として事務局で行なう決算・申告指導、㋑税務署内に設置される青色コーナーに役職員が出向いて行なう決算・申告指導、㋒老人介護施設に出張して入所者を対象に実施する決算・申告指導　の三通りがあります。

　　いずれも決算・申告指導あり、この内、㋑と㋒は非会員を対象として行なっていることから、三方法を一体として考えれば、不特定多数を対象に指導を行っていると言えるのではないかということを主張したわけですが、東京都は一つ一つ別々に判断して、それぞれが不特定多数を対象に行なっていなければだめだということで、１回目の意見聴取は、この問題に終始したといってもよいぐらいでした。

＝一時は“だめかも” ＝
　　“これでは公益認定を受けるのは難しいな”というのが、その時の率直な私の気持でした。

丁度、その日の午後、幹部役員会が開催されましたので、席上、その状況を報告し「事務局で行う決算・申告指導が公益目的事業でないということになると、公益目的事業比率の50％基準をクリア出来なくなり、公益認定を受けられないことになる。50％基準をクリアする方法を考えて、最後まで公益社団法人を目指しますか、それとも一休みして少し様子を見みますか、どうしますか。」と幹部役員の皆さんに問い掛けました。

４．新生青色申告会を目指して

＝幹部役員の不動の信念＝
　　その時、会長はじめ幹部役員の皆さんが、異口同音に言われたことは、「公益法人化というのは、目先のことだけを考えて行おうとしているのではない。これからの青色申告会をどうやっていくのか。どう発展させていくのか。どう生き残っていくのか。そのことを考えて進めているのだから、問題があるのであれば、その問題を解決することを考えれば良い。最後まで公益社団法人化を目指すのだ。」ということで、大した議論をするまでもなく衆議一決したわけです。

　　そこで、“幹部役員の皆さんがそのお考えならば、最後までやらせていただきましょう”ということで、事務局で実施する決算・申告指導が公益事業として認められるような修正案を作成し提出しました。

＝都からあり難い助言も＝
　議論の過程では、東京都からあり難いご助言もいただきました。

当初、私どもは公益目的事業を五つ掲げていました。それに対し東京都からは、「あまり細かく区分すると、区分経理が大変でしょうから、もっと大きくまとめていいですよ」というアドバイスを頂きました。この結果、最終的には「納税道義の高揚と適正申告の実践に資する事業」と｢地域社会の発展に資する事業｣の二つにまとめました。

＝公益目的事業比率＝
　ところで、東京都と折衝をしている過程で感じたことの一つは、「公益目的事業比率」です。

ご承知の通り、今度の制度には、“全体の支出のうち50％以上を公益目的事業に使いなさい”という決まりがあります。担当者からは「法律は50％以上になっているが、50％台だと事業の継続性という観点から審議会で問題視される可能性がある。60％を超えていれば問題ないでしょうが。」といったようなことも言われていました。最終的に、私どもは68.2％でしたが、行政庁は、当然のことながら公益目的事業比率に、それなりの注目をしているなという印象を受けた次第です。

＝非会員に対する受講料＝
　もう一つは指導会等の受講料です。会員は会費を頂いて指導会等の経費に充てているわけですから問題ありませんが、対象を非会員にまで広げたとき、会費を負担している会員と、負担していない非会員との公平性はどうなるのかといった問題があります。

このことに関して行政庁側は、公平性、事業の継続性といった観点から、非会員から合理的な受講料を頂くことは、肯定的に考えているという印象を受けました。

＝会員資格は個人の納税者＝
　　なお、私どもの新しい定款では、会員資格を従来の「個人の青色申告者」から、「個人の納税者」と変更しました。個人の納税者ということですから、個人であれば何方でもよいわけですが、この点については、何の指摘もありませんでした。

なお、法人についても、準会員として受け入れる道を開きました。

＝名称の変更は今後の課題＝
　　ところで、当初の予定通りにならなかったのが名称の問題です。私どもは、当初「公益社団法人納税センター杉並青色申告会」と変更する予定でしたが、周囲との調整が未だ不十分ということで、今後の検討課題ということにしました。

５．おわりに

＝あり難かった国税当局の理解、協力＝
　　今回の公益認定申請は、前例のない事でしたので、正に暗中模索の中で進めてきたというのが実状でした。

しかし、そのような中で、東京国税局の担当者が一緒になって問題解決を考えてくれ、時には行政庁とのパイプ役をも務めてくれたのは、大変あり難いことでした。

＝前向きな検討を＝
　同時に、国税当局も今回の経験から、一つの方向性を掴んだのではないかと思います。それが、平成２２年１０月に東京国税局所得税課が各税務署に流した「公益認定申請に係る都における審査に関する情報」です。この文書には、「現在、公益社団法人又は一般社団法人の何れに移行するのか検討されている特例民法法人である青色申告会（特例民法法人）におかれましては、・・・・・安易に一般社団への移行を検討することなく、慎重に方向性を検討いただきたいと思います。」と記されています。

これを裏返せば、国税当局は今回のことから、“青色申告会の公益社団法人化はいけるぞ”という感触を掴んだのではないでしょうか。そして、もう一つ言うならば、“国税当局としては、青色申告会には一般社団法人よりは公益社団法人で進んでいってもらいたい”という気持ちが表れているのではないかと思うわけです。

　　公益社団法人化は決して無理なことではありません。将来を見つめ、役職員一体となって強い気持ちで事に当たれば必ず道は開ける。是非、“前向きに検討を”と申し上げ終わらせていただきます。ありがとうございました。

【特別講話】

『公益法人制度と青色申告会の未来像』

　　　　　　　青色ネットワーク研究会　特別顧問　吉田　文一　様

１．公益社団法人青色申告会誕生

＝先駆者に敬意と賛嘆を＝

　先ほどは、武蔵府中青色申告会と杉並青色申告会から公益社団法人認定に至るまでのお話を聞き、大変参考になりました。何事も道を切り開いていくという先駆者は大変な苦労をするものだなと思いました。その苦労を耐え忍んで今日の認定を勝ち取った両会に対し心から敬意と賛嘆の言葉を送らせていただきたいと思います。両会おめでとうございます。

＝公益にこだわった行政庁＝

《青色申告会は共益団体》
　私も、両会が公益認定の申請をするにあたって陰ながらいろいろな立場で関わってきたわけですが、一番心配していましたのは、この二つの会が申請を行なってから認定まで約１年もの日数を費やしたということです。この間、行政当局はなにをやっているのだろうか、東京都は一体なにを考えているのだろうか、その都度いろんな情報が入ってくるんですが、どのように聞いても東京都は公益ということのみに非常にこだわりがあったように思います。その他のことについてはほとんど議論が行なわれていませんでした。公益とは何か。この一点に集中していたようです。

　法律に書かれている公益というのは、不特定多数の者に利益を与える。そういった前提で青色申告会を東京都が見た時に、青色申告会というのは会員の中だけの利益提供団体、会員同士の助け合い、だからこれは共益になる。もっと極端な言い方をしますと社団法人というのは人の集まりである。人の集まりにはそれぞれ趣旨、目的があってそこに集まりが出来ている。それはお互いに仲間同士の利益提供である。だから、社団法人は原則共益なのだといった解釈が頭にこびり付いた理念があったように思います。

＝先ず理念ありき。志ありき＝

《公益法人化にむかって》

私の耳に入ってくる情報を逐次聞いておりますと、東京都はばかばかしいほどの解釈をしている。それを途中で挫折することなく耐え忍んで、両会とも会長を先頭に役員の「最初に先ず志ありき。公益のために我が会は存在するのだ。私益のためではない。共益のためではないのだ。」という基本理念が確固としてそこに存在していた。だから役員、事務局が一丸となって壁を破っていったんだと思っています。

　最初に理念ありき。志ありき。これが公益社団法人にむかって取り組むスタートになるのではないかと私は考えています。両会が大変厚い、高い壁を乗り越えて公益認定を受けることが出来ましたので、東京都は青色申告会がどんな団体かということを十分認識したと思います。そして東京都の動きは全国に流れていっているのではないかと思います。したがって、後の会はこれに続いていけばそんなに難しい問題ではないと私は考えております。

２．公益化か一般化か

＝いずれにするかケース・バイ・ケース＝

《あと３年以内に結論を》

　そうは言っても後３年の期間内に結論を出さなければなりません。名前は社団法人ですが、法律上は特例民法法人である会は、後３年の期間内に公益社団法人になるのか、一般社団法人になるのかいずれかを選択しなければなりません。

　したがって、平成２５年１１月３０日まで決めなければなりません。決まらずにずるずるといってしまった場合は、期限切れとなり解散命令が出てしまいます。

　いずれにしましても、３年以内に身の振り方を決めなければなりません。これが今の特例民法法人に与えられた宿命であります。先ほど両会からも「３年といっても直ぐにやってくる。今の行政側の姿勢からみると出来るだけ早く取り掛かった方がよい」という先駆者としての意見がありました。私も同感であります。本日ご参集の幹部役職員の方々が、いずれを選択するか来年の総会においてはっきりと方向付けを示すべきであると思います。

＝二段階方式も考える＝

《取りあえずは一般社団、将来は公益法人》

　いずれを選択するか、私はケース・バイ・ケースだと思っています。と言いますのは、先般（社）熊本東青色申告会の意見を拝聴する機会がありました。それによりますと、「現在、熊本市は政令都市化をめざしている。政令都市になったときには、区が新しく設定され、今の税務行政において行なわれている熊本東税務署管内、西税務署管内という区割りががらりと変わってくる。そして、熊本東青色申告会の管轄区域も従来の熊本東税務署管内から別の区域になって、会の組織、体制を組み直さなければならなくなる。といった行政の変化にどう対応していくかに考えが集中し、公益社団か一般社団かは後回しにせざるを得ない。そうなると公益社団化は壁が高いと聞いているので、取りあえずは簡単な一般社団にしておいて、公益社団は今後の課題として考えていくつもりである。」ということを言っておられました。

＝合併もありうる＝

《取りあえず一般社団、合併後公益法人》

　また、東京都の足立区には（社）西新井青色申告会と足立青色申告会の二つの会があります。西新井青色申告会は、現在、社団法人ですが、足立青色申告会は人格なき社団法人、つまり任意団体であります。この二つの会は将来合併して一つの会になる構想を持っているようです。したがって、（社）西新井青色申告会が急いで公益認定を受けると、任意団体である足立青色申告会と歩調が合わなくなり合併が難しくなるので、取りあえず一般社団にしておいて、合併したら公益社団化を目指していくとお聞きしております。

＝先ずは会財政基盤、事務局体制の確立＝

《将来は公益法人に》

　他にも会、地域において様々な環境があるようです。東京の例で申しますと都心部にいけばいくほど会員数が減少している。現在、社団法人ではあるが、会員の減少が激しく、財政状況、事務局の体制からみて公益社団法人の申請をするだけの処理能力が未だない。したがって、取りあえず一般社団法人に移行し、力を蓄えて将来は公益社団法人を目指すといったお考えの会もあるようです。

＝重みを増したこの度の公益法人＝

《世間の見る目が違う》

　ただ、今度の公益社団法人というのは、東京都ですと公益認定審議会で慎重な審議を経て認定をされた公益社団法人です。いままでの特例民法法人といわれる社団法人は、監督官庁が認可したものです。青色申告会の監督官庁は、国税局、財務省でしたので、国税局長の許可で社団法人になってきました。その法律上の根拠は民法34条でした。　

　この度の公益社団法人というのは、きめ細かく定められた「公益社団法人に関する法律」に従って、しかも民間の審議会で認定された公益社団法人ですから、世間の見る目は従来の社団法人より重みを持ってきていると思っています。

＝民主党政権が提唱する「新しい公共」＝

《公益法人が中核を為す》

　しかも、昨今、現民主党政権がしきりに「新しい公共」ということを言っています。「新しい公共」というのは、「新しい公共」を担ってくれる民間の力によって、新しい創意工夫を編み出し、日本の将来の成長を担っていただこうというものです。

　「官だけではとても手が回りきれない。民だけでは資本主義の下で少し利益追求に走りすぎる。この社会を支えていくには利益追求する民だけでも、単なる公平をモットーとした官だけでもだめだという隙間がある。その隙間を「新しい公共」というグループによって、新しい創意工夫で、新しい活力を生んで、日本の国の新しい成長を進めていただきたい」ということをしきりに言っております。

　そして、今度の税制改正大綱も、「新しい公共」を生み出していくための促進税制を考えて行こうではないか、という内容になっております。これからの日本の政治体制というものに、この「新しい公共」の思想は受け継がれていくべきだと思います。

　その「新しい公共」の中で中核をなすものに、NPO法人をはじめ、社会福祉法人、学校法人、宗教法人等々いろんな法律がありますが、業種業態を抜きにして地域を完全に網羅した「新しい公共」というのは、公益社団法人あるいは公益財団法人が中核を為していくだろうと思っています。そういった意味からすると、この度の公益社団法人というのは大変大きな役割を担っていくことになるのではないかと思っています。

３．青色申告会の未来像

　私は、暇にまかせて皆様方の会のホームページを度々拝見させていただき、夫々の会の活躍に感嘆している日々ですが、武蔵府中青色申告会と杉並青色申告会は東京都との折衝を通じて、非常に大きな壁を乗り越えて公益社団法人の認定を受けられた過程の中から、新しい時代に即応した青色申告会を見つけられたのではないかと感じました。

今までのような青色申告者を持って組織する会ではなく、違った姿の青色申告会というものを掴み取られたのではないかと思います。

＝誰でも利用できる青色申告会に脱皮＝

《地域社会と一体となった活動》

　両会のホームページを見ますと、活動に共鳴していただく方なら誰でも入会でき、１円法人、1人法人も趣旨に賛同していただけるなら準会員として入会できる等、だれでも利用できる会として門戸を開放しています。そして、武蔵府中青色申告会さんは地域住民１４万人に対して新聞折込による広報活動を計画しておられます。すばらしいことだと思います。

＝知名度の向上＝

《生き残っていくための第一条件》

　青色申告会活動は60年を経過致しました。国税当局の範疇では、青色申告会の活躍ぶりに鼻高々といったところもあったようですが、国税当局から少し離れたところへいきますと、「青色申告会とは何ですか、なにを行っているところですか」、と言われるほど青色申告会は知られていません。地域社会の中でほとんど知られていない青色申告会の知名度をどのようにして上げていくか、ということが青色申告会の生き残り作戦に繫がっていくのではないかと思っています。地域の中に情報を発信し、機会あるごとに利用を呼びかけていくことが、いかに大切かということを、武蔵府中青色申告会と杉並青色申告会は公益社団法人化を通じて、随分勉強されたのではないかと思っております。

＝税務署管内の枠はなくなる＝

《行政側も従来の税務署という感覚は無くなってきている》

　現在、公益社団法人の認定を受けた２会を除いた特例民法法人である社団法人は全国で８４会あります。これらの会は、これから一般社団法人、公益社団法人、どちらに移行するか身のふりかたを考えていくわけですが、私は、武蔵府中会、杉並会の体験を通じて青色申告会のグローバル化、大げさに言うと青色申告会はベトナムへもどんどん進出していってもいいのではないかと思うほど、税務署管内という枠を取り払っていくときがきているのではないかと思っています。

　東京都を例にとりますと、公益認定を受けるための絶対条件である事業活動範囲は、少なくとも最小規模は区であると書いてあります。一つの区の中には、税務署が二つあるところもあれば、三つもあるところもあります。一つの区の中で其々税務署管内という意識の中で青色申告会が創られています。他の領域を侵してはいけないという意味合いで管内という意識がありました。しかし、最小規模が区となると税務署管内などと言っておれません。もう税務署管内という意識は捨て去るときがきていると思います。現に、行政側は、確定申告期にある意味で税務署管内という枠を取り去って、三署合同で確定申告指導会場を設けているところもあります。

　税務署内においても、従来、個人課税課、法人課税課、資産課税課等個別に行なわれていた受付・相談窓口を一本化し、しかもその窓口も、昨今税務署だけでは納税者の相談に対応しきれないので、税に関する相談は税務署だけではなく国税局が管轄する税務相談室で行なうようになっています。ですから、もう従来の税務署管内という感覚は行政側のほうでも無くなってきています。それを青色申告会が名称の中に○○税務署管内青色申告会といっているのは、もう時代が随分ずれてきていると思います。

ですから今度の公益社団法人化ということを考えたとき、税務署管内という枠は消えて無くなると思っています。武蔵府中青色申告会の事業範囲は東京都となっています。

また、会まで相談にいかなければならないという時代ではありません。インターネット時代ですから、税務署管内という枠は無くなってくると思います。

＝青色・白色の区別がなくなる＝

《白色申告者にも理由の付記》

　先ほど来、古達さん、高橋さんの話の中に、青色申告、白色申告という区別はなくなるということがありました。真にその通りだと思います。今度の税制改正大綱の中にも「納税環境の整備」ということで、その方向性が書かれています。

　そこには納税者の権利を守るための「納税者権利憲章」というのも策定するということが書かれています。その納税者権利憲章の中に、「更正等にかかわる理由の付記」というのがあります。青色申告書を更正するときには、理由を書かなければならない。

＝更正理由の付記は青色申告の特典＝

《鵜殿事件で勝訴》

これが青色申告をするときの一番の特典だといわれていました。この理由が不十分であるとして更正処分の取消しを求めて、最高裁まで争ったのが鵜殿事件です。

小石川青色申告会の鵜殿さんの昭和３１年分の申告所得金額に対し、「売買差益率検討の結果、記帳額低調につき差益率により基本金額修正、所得金額を更正す」という理由が付記された更正通知書が小石川税務署長から送られてきました。本人は、この理由に納得がいかず、約７年半かけて最高裁まで争い、結果「理由付記不十分な更正通知書を取り消せ」という勝訴判決を得たわけです。

　この理由付記は青色申告者の特典だと思っていましたが、この度の税制改正大綱の中の「納税者権利憲章を策定する」という中に、納税者が権利を主張するその権利の一つとして、納税者が提出した申告書を更正するときには、理由を書いて出さなければならない。青色申告者は従来からそうであったわけですが、これからは全納税者に対して理由を付記しなければならないと書いてあります。青色も白色も関係ないということです。しかもそのために、「処分の適正化と納税者の予見可能性の確保の観点から、全ての処分について、理由付記を実施します。」といっています。つまり、納税者の権利を守るために「理由も付けないで勝手に更正は致しません」といっています。

＝すべての白色申告者にも記帳義務＝

《専従者給与の必要経費算入が検討課題に》

　ただし、「個人の白色申告者に対する更正等に係る理由付記については、記帳・帳簿等保存義務の拡大と併せて実施することとします。」と書いてあります。

　青色申告者には帳簿をつける義務があります。複式簿記、簡易帳簿、現金主義帳簿の３種類によって複式簿記による記帳を行い決算書に貸借対照表、損益計算書を添付した人には青色申告特別控除65万円が、それ以外の人には10万円控除の特典が与えられています。ところが、現在、白色申告でも前年の所得が300万円以上ある人は、記帳義務がありますが、これからはその300万円という制限を取り払って白色申告者であっても全員、平成２５年から「記帳義務を課する」といっているわけです。

　そして、「なお、個人の白色申告者に記帳が義務化されることに伴い、以下の点について今後検討を行います。」といっています。すなわち

　➀白色申告者の記帳が義務化されることに伴い、必要経費を概算で控除する租税特

　　別措置についてどのように考えるか。

　➁白色申告者に記帳が義務化されることを踏まえ、今後、正しい記帳を行なわない

　　者に係る必要経費についてどのように考えるか。

　➂白色申告者の記帳水準が向上した場合には、現在、白色申告者に認められている

　　専従者控除について、その専従の実態等を勘案し、どのような見直しが可能か検

討してはどうか。ということが書かれています。

　これら３点について特に注意しなければならないのは③の検討項目です。

ここに書かれていることは、「白色申告者にも家族の専従者給与を認めてはどうか」、ということなんです。もっと率直に言うと、複式簿記、簡易簿記、現金式簿記、さらに、どんな簿記になるのかわかりませんが、今度の白色申告者の帳簿、それらの帳簿を真面目に、正しくつけたときには、白色申告者であっても働く家族の専従者給与を青色申告者並みに認めるべきだということが、国会でも議論が始まっています。

　白色申告の記帳の義務化が平成２５年を目途に着々と法律化していき、専従者給与も認められるようになる。そうなると、青色申告と白色申告の違いがほとんどなくなってきます。少なくとも帳簿に段差があること、複式簿記で申告書に貸借対照表と損益計算書を添付したときには、65万円の控除が与えられる以外はほとんど違いがなくなってきます。

　先般、目黒青色申告会の６０周年記念式典で、「青色申告も白色申告も同じ時代が来る。しかし、こんな複雑怪奇な税制はやめて、６０周年を契機に青色だ白色だと言わず全部青色一色に塗りつぶす運動をしようではないか。」と約900名の参加者に呼びかけました。

＝青色申告者にもいろんな形態＝

《自営業者はほんの一部》

　少し古い数字かも知れませんが、平成１９年の青色申告者数は531万人、普及率は56％でした。この普及率56％というのはここ数十年来変わっていません。

青色申告会の会員はどんどん減少している。そして、青色申告者の数は増えているにもかかわらず、その普及率は50数パーセントで変らない。これはどういうことかというと、青色申告者にもいろんな形態があり、給与所得者、年金生活者であっても不動産所得があり青色申告をしている人は、青色申告者の一人として数えられているからです。すなわち、青色申告者は自営業者だけではないということです。青色申告者の数は増えているが、自営業者は青色申告者の一部なのです。そして、青色申告会の会員はそのまたごく一部です。

＝サラリーマン・年金生活者・１人法人も仲間になる＝

《世の中の変化に、先見の明をもって対応を》

　このような大きな世の中の変化というものに対して税制の仕組みもどんどん変わっていこうとしています。青色申告会はその変化に乗り遅れることなく、先見の明をもって対応していかなければなりません。

　すなわち、青色、白色の区別がなくなってくる。しかも、青色といっても自営業者だけではない。サラリーマンや年金生活者も給与や年金以外で青色申告をしている所得があれば、青色申告者の数の中に入ってくる。一方で、一人法人があります。こういったことを考えますと、もうサラリーマン、年金生活者、一人法人は青色申告会の会員になれないといった時代ではないと思います。どなたでも会員になれるということを講習会、説明会等広く呼びかけて、入会勧奨していくこが必要だと思います。

＝名実ともに納税センターに変貌する＝

《会が生き残っていくことが、会員の利益に》

　青色申告会は、青色申告者をもって組織する団体といった範疇はもう飛び越えて、名実ともに納税者センターに変更するときがきていると思います。

　公益社団法人にして、会費を公益に使用するのはけしからんという会員は、中には若干いらっしゃるかもしれませんが、ほとんどいないと思います。むしろ、会が存在しなくなったら、会に期待していた会員さんは元も子も無くするわけですから、公益社団法人になって会が生き残っていくことは、即自分達の利益に繫がっていくことになるわけです。会が生き残っていくためには、門戸を開いて、地域の中で存在価値を確立していかなければなりません。地域社会に認められた会になることによって、従来の会員さんに対して懇切、丁寧な指導活動ができると思っています。門戸を開くことこそが仲間を増やし青色申告会の会員にとってはプラスになると思っています。

　いま、国会で論じられているTPP（環太平洋経済協定）も同じように、日本の将来を考えた時、今、第三次の開国時代がきていると言われています。

　青色申告会も、今、門戸を開くときがきています。従来の限られた活動、運営では生き残っていくことはできなくなり、会員の要望に応えていく財政的、組織的根拠がなくなってきます。その点をよく考えていただきたいと思います。

＝縦から横のネットワーク化になる＝

《護送船団、依存時代は消えてなくなる》

　今日までの６０年の間、国税庁、国税局、税務署。そして、全青色、局連、県連、税連、単会。この縦の関係を一貫して維持し、お互いにそれぞれのレベルで交流を持っていました。この関係は今後も維持してもらいたいと思いますが、時代は、もうこの縦の時代から横の時代、つまり、ネットワークの時代に入ってきたと思います。

　私は、この青色２１ネットワーク研究会に参加される会は、自主独立の会だと思っています。自主独立の独立会が将来生き残っていくための作戦会議を行ない、生き残っていくための共同の利益を編み出していく。いわば創業の精神を養っていくための研修の場が、この青色２１ネットワーク研究会だと思っています。もう横の時代に入ってきた。縦の関係はだんだんと形骸化していくだろうと思っています。護送船団のような負んぶに、抱っこ、行政に寄らば大樹の陰、つまり何でもかんでも税務署と仲良くしておればよいのだといった、依存時代は消えてなくなると思います。

　行政側も、青色申告会はもっと自立してほしいと思っていると思います。だけど、今度の公益法人制度改革で、青色申告会の監督官庁でなくなる。一方、納税申告者は増えていく時代にあって、国税庁幹部職員等は将来展望した時に、直接の監督官庁ではなくなっても今まで以上に青色申告会と強く手を結んで、公益活動を行なっていくそういった会を望まれていると思います。

＝税務当局も公益法人化に期待＝

《今まで以上に連携強化を》

　ですから、東京国税局管内青色申告会連合会の青色申告制度60周年記念式典が行なわれた時、荒井東京国税局長さんも挨拶の中で「われわれは心から応援をするから、是非公益社団法人に歩を進めてほしい」と述べられています。

　これからの税制、そして日本の納税事情というものの変化を考えたとき、公益性をもった青色申告会にがんばってもらうしかない。だから国税局長さんが公益法人化してほしいと言っているのは、東京国税局だけではないと思います。そういったことを考えたとき、青色申告会は行政と今まで以上に仲良く手を取り合いながら日本の税務行政を円滑に進めていくときが来ていると思います。

＝税理士との円滑な連携、今後の課題＝

《納税者の立場に立って、毅然たる態度で》

　その時に、税理士会との問題については認定を受けた公益社団法人ですから、公益ということを前提に堂々と税理士という専門職の方を使いこなしていくことが、これからの青色申告会の課題だと思っています。

　昭和３８年当時、税理士法改正をめぐって税理士会と大喧嘩をしたことがあります。「記帳から決算・申告までの一貫した指導、反税運動の防波堤となって活躍してほしいという行政当局の意に応えて、青色申告会が記帳、決算、申告の面倒をみているどこが悪いのか、この公益性をなんと考えるのか」といって大喧嘩したことがあります。

　しかし、今日、６０年経ってあらためて冷静に考えてみますと、青色申告会というのは公益という大きな傘を被って、その中に公益事業もあれば収益事業やその他の事業もいろんな事業があります。それぞれにおいて専門家を使いこなしていく、その時に専門家を使いこなすのは、専門家を依頼していくその依頼者の立場で物事を考えるべきであります。しかも依頼者のその先は納税者ですから、税理士との関係は派遣規則とか三者協定といったもので議論している時代ではなくなってきています。派遣規則とか三者協定といったものは昔の遺物です。反税運動が燃え盛っていたときにわれわれが行政と一緒になって、どうしたらよいかといって考え、作られたものなんです。今頃になって持出してくる話ではありません。ですからこのことは、また日を改めて資料を皆さん方に提供し、考え方をご披露申し上げて、皆さん方のご批判もいただきたいと思っています。

４．青色２１ネットワーク研究会も変貌する

　いずれにしても新しい時代がきたと感じております。青色２１ネットワーク研究会も少し変革して行こうと思っています。明日、開催される役員会で議論をしながら、方向性をつけていきたいと思っています。

＝政策推進プロジェクトチームを設置＝

《先ずIT戦略推進のための財源確保》

　本年の８月にサマーセミナーを（社）浜松西青色申告会で開催させていただきましたときに、参加された同志、仲間が記帳、決算、申告の一貫したきめ細かい指導体制を作り上げよう。その指導体制の基幹を為すものは、今日でいう、IT化の戦略である。IT化戦略を進めていこう。ただし、それにはお金がいる。お金がないから出来ないというのではなくて、そのための財源を見つけよう。財源を見つけるために皆で行動を興そうということで「政策推進プロジェクトチーム」の設置を提案させていただきました。明日の役員会で正式にご承認をいただいてスタートしたいと思っております。

＝行動する青色21ネットワーク研究会＝

《新しい時代に即応した青色申告運動の推進》

　そして、この青色２１ネットワーク研究会は、折角ここで集まった仲間が力を合わせてこれからの青色申告運動、新しい時代に即応した青色申告運動を推進していくために、財政の健全化、組織の強化を図ってゆくための方策を、皆が一つになって考えてゆく情報交換の場、勉強会の場としてだけではなく、同時に、行動する会に変革していったらどうかと考えております。

＝任意団体に一般社団法人化を推進＝

《人間は有限、会は無限》

　そして、この度の一般社団法人は、昔の社団法人化と違って、厳しい条件はなく、簡単に認可を得ることができます。したがって、任意団体の青色申告会には一般社団法人になってもらうことを推進していこうかなと考えております。

　なぜかと申しますと、昔、全青色の初代会長 林慶之助氏が「人間は有限である。

しかし、青色申告会は無限に続いていってくれることを願っている。」と言っていました。人間は有限、会は無限、そういうことを考えたとき、人格がないということは、若干心もとない点があるのではないか。登記しそこに存在を確認することによって、役員の意識も変わってくるのではないかと思います。

　昔、社団法人化するときには、監督官庁の認可を頂いているので、税制改正運動ができない、あれもできない、これもできないといったことを理由に反対する意見もありました。そういった中から８６の社団法人が生れてきたわけです。

　今度の一般社団法人は、任意団体から登記するわけで。そこには監督官庁があるわけではありませんが、歴とした戸籍を持ち、第三者に対抗するだけの力を持ってもらいたい。そういった意味で一般社団法人化を勧めていこうかなと思っています。

　本日、ご出席の会の中で未だ人格なき社団、つまり、任意団体である会も一緒になって、人は有限、会は無限ということを念頭において、後世に継いでいく、組織を渡していく、そういったものを法人化ということで考えていただきたいと思います。

＝人材養成に力を入れよう＝

《会後継者の育成》

　私は、青色２１ネットワーク研究会のこれからの大きな課題は、人材養成だろうと思っています。役員の後継者が減少しています。自営業者を増やしていく方策も考え、皆さん方の会を引き継いでいく人材の養成の場としての役割も担っていきたいと考えています。
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